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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第69期

第１四半期
連結累計期間

第70期
第１四半期
連結累計期間

第69期

会計期間
自 平成26年10月１日

至 平成26年12月31日

自 平成27年10月１日

至 平成27年12月31日

自 平成26年10月１日

至 平成27年９月30日

売上高 （千円） 15,386,208 16,387,062 60,672,403

経常利益 （千円） 1,148,004 1,390,627 4,110,680

親会社株主に帰属する四半期
(当期)純利益

（千円） 627,994 857,932 2,794,396

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 907,290 944,863 3,072,346

純資産額 （千円） 17,554,779 19,954,704 19,394,414

総資産額 （千円） 31,597,283 31,767,902 30,285,162

１株当たり四半期(当期)純利
益金額

（円） 43.90 59.98 195.36

潜在株式調整後１株当たり四
半期(当期)純利益金額

（円） 43.81 59.77 194.78

自己資本比率 （％） 53.8 61.0 62.1
 

(注) １. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連

結累計期間より、「四半期(当期)純利益」を「親会社株主に帰属する四半期(当期)純利益」としておりま

す。

 

２ 【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投

資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」について重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

  当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１)  業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、輸出や生産など一部に弱さもみられるものの全体としては緩やか

な回復基調にあります。一方で、中国などの新興国の経済減速や原油始め商品市況の低迷、米国の金融引締めなどの懸

念により景気の不透明感が継続しています。

このような環境下、当社グループの当第１四半期連結累計期間の売上高は16,387百万円（前年同四半期比6.5％

増）、営業利益は1,311百万円（前年同四半期比33.4％増）、経常利益は1,390百万円（前年同四半期比21.1％増）、親

会社株主に帰属する四半期純利益は857百万円（前年同四半期比36.6％増）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

なお、当第１四半期連結会計期間より、従来「ゴム・化学品」としていたセグメントの名称を「化成品」へ変更して

おります。セグメント名称変更によるセグメント情報に与える影響はありません。

①化成品

　ゴム関連商品は、主力の自動車・家電・情報機器向けの合成ゴムおよび副資材の販売が低調でした。化学品関連商品

では、塗料関連など輸入商材が振るわなかったものの、電材輸出などが好調に推移しました。

この結果、売上高は5,831百万円（前年同四半期比3.9％減）、セグメント利益（営業利益）は290百万円（前年同四

半期比10.8％減）となりました。

 

②機械資材

産業資材関連商品は、自動車内装用部品の販売が引き続き好調に推移し、シート用高機能性部品・原材料販売も伸長

しました。科学機器関連商品では各種分析・試験機器の販売が好調でした。機械・環境関連商品は、飼料用ペレットミ

ルやバイオマス用ペレットミルが好調でした。

この結果、売上高は5,248百万円（前年同四半期比17.5％増）、セグメント利益（営業利益）は675百万円（前年同四

半期比34.8％増）となりました。

 

③海外現地法人

Sanyo Corporation of Americaは、主力の吸水性樹脂や高機能性フィルムなどが伸び悩みました。三洋物産貿易（上

海）有限公司は自動車用各種部品が牽引し好調でした。San-Thap International Co., Ltd.（タイ）は、ゴム関連商品

などが売上は堅調なものの利益面では低調に推移しました。

この結果、売上高は3,273百万円（前年同四半期比2.3％増）、セグメント利益（営業利益）は89百万円（前年同四半

期比13.4％減）となりました。

 

④国内子会社

コスモス商事㈱は、海洋・船舶の大型案件実現や地熱開発関連が牽引し、機材の販売やレンタル事業が引き続き好調

に推移しました。㈱ケムインターは、化学品、機械・電子部品ともに低調でした。

この結果、売上高は1,973百万円（前年同四半期比22.9％増）、セグメント利益（営業利益）は326百万円（前年同四

半期比132.1％増）となりました。
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(２)  財政状態の分析

（資産）

流動資産は、商品及び製品が減少した一方で、期末日が金融機関の休日であったことによる売掛債権の増加などによ

り、前連結会計年度末比1,284百万円増加し、26,117百万円となりました。

固定資産は、保有有価証券の時価上昇による投資有価証券の増加や国内連結子会社による賃貸用有形固定資産の取得

などにより、前連結会計年度末比198百万円増加し、5,650百万円となりました。

この結果、当第１四半期連結会計期間末における総資産は31,767百万円（前連結会計年度末比1,482百万円の増加）

となりました。

 

（負債）

流動負債は、主に金融機関からの借入金が増加したことにより、前連結会計年度末比918百万円増加し、10,567百万

円となりました。

固定負債は、退職給付に係る負債や長期未払金が減少した一方、投資有価証券の評価差額計上に伴う繰延税金負債の

増加などにより、前連結会計年度末比３百万円増加し、1,245百万円となりました。

この結果、当第１四半期連結会計期間末における負債は11,813百万円（前連結会計年度末比922百万円の増加）とな

りました。

 

（純資産）

親会社株主に帰属する四半期純利益の計上による利益剰余金の増加によって株主資本が増加したことに加え、保有有

価証券の時価上昇によるその他有価証券評価差額金の増加により、その他の包括利益累計額が増加しました。

この結果、当第１四半期連結会計期間末における純資産は19,954百万円（前連結会計年度末比560百万円の増加）と

なりました。

 

(３)  事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

 

(４)  研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①  【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000
 

 

②  【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年２月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,503,854 14,503,854
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株
であります。

計 14,503,854 14,503,854 － －

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(千円)

資本金
残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年10月１日～
平成27年12月31日

― 14,503,854 ― 1,006,587 ― 367,844
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 200,200

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,295,500 142,955 －

単元未満株式 普通株式 8,154 － (注)

発行済株式総数  14,503,854 － －

総株主の議決権 － 142,955 －
 

 (注) 単元未満株式の欄の普通株式には、当社所有の自己株式46株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成27年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数の

割合(％)

（自己保有株式）      

三洋貿易㈱
東京都千代田区神田錦町
二丁目11番地

200,200 － 200,200 1.38

計 － 200,200 － 200,200 1.38
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年10月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年９月30日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,204,896 3,426,213

  受取手形及び売掛金 12,567,404 ※２  13,675,402

  電子記録債権 502,130 583,790

  商品及び製品 7,407,708 7,231,770

  仕掛品 1,824 4,967

  原材料及び貯蔵品 2,188 2,301

  その他 1,172,000 1,206,508

  貸倒引当金 △24,927 △13,555

  流動資産合計 24,833,226 26,117,398

 固定資産   

  有形固定資産 1,984,251 2,033,094

  無形固定資産   

   のれん 7,638 6,525

   その他 51,107 47,941

   無形固定資産合計 58,745 54,467

  投資その他の資産   

   投資有価証券 2,710,749 2,854,639

   その他 703,319 715,000

   貸倒引当金 △5,130 △6,698

   投資その他の資産合計 3,408,938 3,562,941

  固定資産合計 5,451,936 5,650,504

 資産合計 30,285,162 31,767,902
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年９月30日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 7,051,820 ※２  7,012,456

  短期借入金 984,664 2,067,490

  1年内返済予定の長期借入金 50,000 50,000

  未払法人税等 754,420 527,116

  引当金 10,646 92,245

  その他 797,810 818,666

  流動負債合計 9,649,361 10,567,974

 固定負債   

  長期借入金 50,000 50,000

  退職給付に係る負債 681,537 656,730

  その他 509,849 538,493

  固定負債合計 1,241,386 1,245,223

 負債合計 10,890,748 11,813,197

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,006,587 1,006,587

  資本剰余金 428,398 428,398

  利益剰余金 16,627,189 17,127,531

  自己株式 △192,195 △192,195

  株主資本合計 17,869,980 18,370,322

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 693,428 786,004

  為替換算調整勘定 233,072 210,579

  その他の包括利益累計額合計 926,500 996,583

 新株予約権 35,823 35,823

 非支配株主持分 562,110 551,974

 純資産合計 19,394,414 19,954,704

負債純資産合計 30,285,162 31,767,902
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年10月１日
　至 平成26年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年10月１日
　至 平成27年12月31日)

売上高 15,386,208 16,387,062

売上原価 12,967,118 13,634,456

売上総利益 2,419,089 2,752,605

販売費及び一般管理費 1,436,178 1,441,191

営業利益 982,910 1,311,414

営業外収益   

 受取利息 2,682 2,270

 受取配当金 15,219 16,212

 為替差益 137,188 54,147

 その他 34,981 19,658

 営業外収益合計 190,071 92,288

営業外費用   

 支払利息 14,845 4,917

 その他 10,132 8,157

 営業外費用合計 24,978 13,075

経常利益 1,148,004 1,390,627

特別損失   

 減損損失 25,352 －

 特別損失合計 25,352 －

税金等調整前四半期純利益 1,122,651 1,390,627

法人税等 473,644 521,054

四半期純利益 649,007 869,572

非支配株主に帰属する四半期純利益 21,012 11,639

親会社株主に帰属する四半期純利益 627,994 857,932
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年10月１日
　至 平成26年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年10月１日
　至 平成27年12月31日)

四半期純利益 649,007 869,572

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 78,069 92,555

 為替換算調整勘定 180,213 △17,264

 その他の包括利益合計 258,282 75,291

四半期包括利益 907,290 944,863

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 859,096 928,016

 非支配株主に係る四半期包括利益 48,193 16,847
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【注記事項】

(会計方針の変更等)　

当第１四半期連結累計期間

(自　平成27年10月１日　至　平成27年12月31日)

(会計方針の変更)

(企業結合に関する会計基準等の適用)

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分

変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する

方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会

計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反

映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への

表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に

ついては、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び

事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用しております。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。
 

 
 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第１四半期連結累計期間

(自　平成27年10月１日　至　平成27年12月31日)

税金費用の計算

 
 

  税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に

対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税

率を乗じて計算する方法を採用しております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

１ 保証債務

下記の銀行借入等に対して、債務保証を行っております。

前連結会計年度
(平成27年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

従業員 1,953千円 従業員 1,765千円

三洋東知（上海）橡胶有限公司 69,336千円 三洋東知（上海）橡胶有限公司 67,176千円

Sanyo Trading India Private Limited 198千円 Sanyo Trading India Private Limited 197千円

Sun Phoenix Mexico, S.A. de C.V. 133,056千円 Sun Phoenix Mexico, S.A. de C.V. 121,610千円

Pt. Sanyo Trading Indonesia －千円 Pt. Sanyo Trading Indonesia 239千円

計 204,543千円 計 190,987千円
 

 

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が

四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

(平成27年９月30日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

受取手形 －千円 183,201千円

支払手形 －千円 22,839千円
 

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、のれんの償却額及び負ののれんの

償却額は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年10月１日
 至 平成26年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年10月１日
 至 平成27年12月31日)

減価償却費 43,060千円 40,090千円

のれんの償却額 －千円 1,170千円

負ののれんの償却額 △251千円 －千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間（自 平成26年10月１日 至 平成26年12月31日）

１  配当金支払額

決議
株式の
種類

配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月６日
取締役会

普通株式 271,768 19.00 平成26年９月30日 平成26年12月４日 利益剰余金
 

 

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの

    該当事項はありません。

 

３  株主資本の著しい変動

    該当事項はありません。

 
当第１四半期連結累計期間（自 平成27年10月１日 至 平成27年12月31日）

１  配当金支払額

決議
株式の
種類

配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年11月６日
取締役会

普通株式 357,590 25.00 平成27年９月30日 平成27年12月１日 利益剰余金
 

 

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの

    該当事項はありません。

 

３  株主資本の著しい変動

    該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年10月１日 至 平成26年12月31日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

その他

(注)１
合計

調整額

（注）２

四半期連結損益

計算書計上額

（注）３化成品 機械資材
海外

現地法人

国内

子会社
計

売上高          

  外部顧客への

売上高 6,069,144 4,464,706 3,198,926 1,606,498 15,339,275 57,627 15,396,903 △10,694 15,386,208

  セグメント間

の内部売上高

又は振替高
789,310 40,718 314,734 18,939 1,163,703 8,321 1,172,024 △1,172,024 －

計 6,858,455 4,505,424 3,513,660 1,625,438 16,502,978 65,948 16,568,927 △1,182,719 15,386,208

セグメント

利益
325,766 500,826 102,995 140,519 1,070,108 39,389 1,109,497 △126,586 982,910

 

(注)１. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸業等を含んでおりま

す。

２. 調整額は、以下のとおりであります。

   (1) 外部顧客への売上高の調整額△10,694千円は、管理会計との為替調整額であります。

(2) セグメント利益の調整額△126,586千円には、のれん償却額△457千円、各報告セグメントに配分してい

ない販売費及び一般管理費△118,293千円、管理会計との為替調整額△60,008千円が含まれております。

３. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年10月１日 至 平成27年12月31日）

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

その他

(注)１
合計

調整額

（注）２

四半期連結損益

計算書計上額

（注）３化成品 機械資材
海外

現地法人

国内

子会社
計

売上高          

  外部顧客への

売上高 5,831,220 5,248,143 3,273,741 1,973,830 16,326,934 57,751 16,384,685 2,376 16,387,062

  セグメント間

の内部売上高

又は振替高
697,558 65,765 245,380 9,904 1,018,609 8,321 1,026,930 △1,026,930 －

計 6,528,778 5,313,909 3,519,121 1,983,734 17,345,544 66,072 17,411,616 △1,024,554 16,387,062

セグメント

利益
290,438 675,053 89,236 326,215 1,380,944 43,494 1,424,438 △113,024 1,311,414

 

(注)１. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸業等を含んでおりま

す。

２. 調整額は、以下のとおりであります。

   (1) 外部顧客への売上高の調整額2,376千円は、管理会計との為替調整額であります。

(2) セグメント利益の調整額△113,024千円には、のれん償却額△416千円、各報告セグメントに配分してい

ない販売費及び一般管理費△117,993千円、管理会計との為替調整額△7,016千円が含まれております。

３. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２. 報告セグメントの変更等に関する事項

（セグメントの名称の変更）

　当第１四半期連結会計期間より、従来「ゴム・化学品」としていたセグメントの名称を「化成品」へ変更してお

ります。セグメント名称変更によるセグメント情報に与える影響はありません。

　なお、前第１四半期連結累計期間の報告セグメント情報についても、変更後の名称で表示しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年10月１日
 至 平成26年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年10月１日
 至 平成27年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 43.90円 59.98円

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 627,994 857,932

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期
純利益金額(千円)

627,994 857,932

普通株式の期中平均株式数(千株) 14,303 14,303

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 43.81円 59.77円

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数(千株) 32 50

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が
あったものの概要

－ －

 

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第69期（平成26年10月１日から平成27年９月30日まで）期末配当について、平成27年11月６日開催の取締役会にお

いて、平成27年９月30日の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり期末配当を行うことを決議し、支払いを行

いました。

①配当金の総額                                  357,590千円

②１株当たりの金額                                 25円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日     平成27年12月１日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

三洋貿易株式会社(E02548)

四半期報告書

18/19



独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年２月８日

三洋貿易株式会社

取 締 役 会 御 中

 

  新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   伊  藤  恭  治   ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   三  宅  孝  典   ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三洋貿易株式会

社の平成27年10月１日から平成28年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年10月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三洋貿易株式会社及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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